
広島県産業・雇用対策本部設置要綱広島県産業・雇用対策本部設置要綱広島県産業・雇用対策本部設置要綱広島県産業・雇用対策本部設置要綱                                                                              （設  置） 第１ 中長期的視点から本県産業の競争力を強化するとともに，厳しい雇用情勢に的確に  対応した緊急的な雇用対策を推進し，本県産業の再生と雇用の維持・創出を図るため，｢広  島県産業・雇用対策本部｣（以下｢本部｣という。）を設置する。  （所掌事務） 第２ 本部は，次に掲げる事項を所掌する。 （１）中長期的な視点から本県産業の競争力強化の推進に関すること。 （２）厳しい雇用情勢に的確に対応した緊急的な雇用対策の調整及び推進に関すること。 （３）その他，本県産業の再生と雇用の創出・維持を図るために必要と認められる事項に   関すること。  （組  織） 第３ 本部は，本部長，副本部長及び本部員で構成するものとし，それぞれ別表に掲げる  職にあるものをもって充てる。 第４ 本部の円滑な推進に資するため，本部に幹事会を置く。 ２ 幹事会は，別表に掲げる職にあるものをもって充てる。  （会  議） 第５ 本部会議は，本部長が召集し，主宰する。 ２ 副本部長は，本部長を補佐し，本部長に事故あるときは，その職務を代理する。 ３ 幹事会は，幹事長が召集し，主宰する。 ４ 副幹事長は，幹事長を補佐し，幹事長に事故あるときは，その職務を代理する。  （ワーキング・グループ） 第６ 幹事会に，必要に応じてワーキング・グループを置くことができる。  （事務局） 第７ 本部に関する事務は，商工労働局商工労働総務課において処理する。  （その他） 第８ この要綱に定めるもののほか，本部の運営に関して必要な事項は，本部長がこれを  定める。   



 附  則  この要綱は，平成 11 年 7 月 22 日から施行する。  附  則  この要綱は，平成 12 年 4 月 1 日から施行する。  附  則  この要綱は，平成 13 年 4 月 1 日から施行する。  附  則  この要綱は，平成 14 年 4 月 1 日から施行する。  附  則  この要綱は，平成 15 年 4 月 1 日から施行する。  附  則  この要綱は，平成 1６年 4 月 1 日から施行する。  附  則  この要綱は，平成 17 年 4 月 1 日から施行する。  附  則  この要綱は，平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 附  則  この要綱は，平成 1９年 4 月 1 日から施行する。 附  則  この要綱は，平成２０年 4 月 1 日から施行する。 附  則  この要綱は，平成２１年 4 月 1 日から施行する。 附  則  この要綱は，平成２２年 4 月 1 日から施行する。  附  則 この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。  附  則 この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。 附  則 この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。 附  則 この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 附  則 この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。 
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